
改善プログラム

事業名 災害対策事業

担当部課名 防災安全課

（指標） （現状値） （目標値） （達成年月）

防災講話にお
ける、災害に
対する備えの
説明の実施率

未測定 100% 2017年3月

行動指標課題を解決するための取組み

改善プログラム
課題が改善された姿所管課として受け止めた課題指摘事項・意見等

○市民や民間団体等を巻
き込んだ自助・公助・共
助の環境づくりを検討す
る余地がある。

まねく施策効果が求めら
れており、努力は行われ
ているが、市民への啓発
や市民ニーズのくみ上げ
をより強化していく必要
がある。

有に努めていただきた
い。

助・共助の環境づくりに
努めるのが重要である。

て、よりきめ細かく災害
対策の取り組み等につい
て、啓発、伝達していく
必要がある。

備蓄物資の対策等でソフ
ト面の啓発活動を積極的
に行ったほうが良い。

（NPO等）についても情
報共有し、多角的な対応
を行えるように進める。

努力を行う。

①

現在、市民に対し防災講話を実施し、防災
に関する啓発を行っていますが、市民から
の講話内容の要望や講話の流れから全ての
防災講話では、災害に対する備えの説明を
行っていません。今後は、各自が災害に対
する備えを実行しやすくするよう、防災講
話において、市民に対し、非常用持ち出し
品はどのようなものが必要か、備蓄品はど
こで購入できるか等の啓発を行います。

自助・共助・公助の環境づくりにあ
たって、特に自助の環境整備につい
て課題があります。
過去の大震災の経験から「公助の限
界」が明らかになるとともに自助・
共助の重要性が認知されてきました
が、自助に関しての備えについて、
実際の行動までに至っていない現状
があります。実際に行動に移してい
ただくことが課題です。

市民一人ひとりが自助の観点
から自分自身の災害に対する
備えを行っていること。



（指標） （現状値） （目標値） （達成年月）

行動指標課題を解決するための取組み

改善プログラム
課題が改善された姿所管課として受け止めた課題指摘事項・意見等

②

実施途上の事項が多いが
手はつけている。ソフト
面について実効性を考え
て、スピード感を持って
実施する必要がある。

備蓄品の整備など複数年にわたって
実施せざるをえないものがあります
が、市民は「整備途中に災害が起き
る可能性もある」という不安があり
ます。
災害に対しては、さまざまな対策を
講じており、１つの対策が実施途上
でも補完する対策があるということ
の周知が不足しています。

市民が自助・共助・公助を理
解していること。また、公助
については、どのような対策
がたてられているのかを市民
が認識していること。
備蓄品についていえば、各自
が最低３日以上備えているこ
と。また、市は物資調達に関
する応援協定を締結している
ことなどを市民が理解してい
ること。

防災講話にお
いて、各自の
災害に対する
備えと物資調
達に関する協
定などの説明
実施率

未測定 100%
2017年3月

③

地域の進捗度を評価し、
実施方法（マニュアル）
についての情報公開を徹
底していただきたい。

・各地域の避難施設の「避難施設開
設運営マニュアル」の完成度の差が
あります。（市から提示されたマ
ニュアルの雛形を当初のまま使用し
ている避難施設と、改定を重ね避難
施設にあったマニュアルを作成して
いる施設があります）

・地域の避難施設が災害時どのよう
に開設・運営されるのか市民への周
知が不足しています。

・全ての避難施設で、各避難
施設にあったマニュアルが作
成されていること。

・「避難施設開設運営マニュ
アル」や避難施設関係者連絡
会が行われていることが、市
民に周知されていること。

・避難施設関
係者連絡会開
催施設数

・避難施設関
係者連絡会の
活動状況（開
設運営マニュ
アルの作成な
ど）をＰＲし
ているホーム
ページの作成

・59施設

・なし

・64施設（全
避難施設の
90％）

・避難施設関
係者連絡会の
活動状況（開
設運営マニュ
アルの作成な
ど）をＰＲし
ているホーム
ページの作
成・公開

2017年３月

④

まだ自主防災リーダーが
いないところに対する呼
びかけなどを、引き続き
お願いしたい。

自主防災組織リーダー講習会修了者
の地域的な偏在を解消することで
す。

全ての自主防災組織に「自主
防災組織リーダー講習会の修
了者」がいること。

自主防災組織
リーダー講習
会への参加を
直接呼びかけ
する件数

５組織

１０３組織
（「自主防災
組織リーダー
講習会の修了
者」がいない
組織数）

201６年１０
月

・市内の各避難施設で避難施設関係者連絡
会を開催し、各施設の開設運営マニュアル
の確認・修正を促します。

・避難施設関係者連絡会の活動状況（開設
運営マニュアルの作成など）をＰＲしてい
るホームページの作成を行います。

自主防災組織リーダー講習会修了者がいな
い自主防災組織への講習会参加呼びかけを
行います。
（避難所開設連絡会、電話・文書）

防災講話において、備蓄品はどこで購入で
きるか等の啓発を行い、各自が災害に対す
る備えを実行しやすいようにします。ま
た、市の対策について周知を図ります。



改善プログラム

事業名 鶴川緑の交流館事業

担当部課名 文化振興課

（指標） （現状値） （目標値） （達成年月）

①

○指定管理者の活用の仕
方を見直すべきである。

きる指定管理者を活用す
るなどを検討できない
か。

ションを確保する方策を
検討できないか。

在り方を検討できないか
（利用率向上のためのイ
ンセンティブの検討、指
定管理者からの提案を受
け付けるなど）。

指定管理者の活用方法を検討すべき
です。
・指定管理者と締結している基本協
定書中の業務基準書（業務内容等の
記載部分）を見直し、より自由な発
想での施設運営を行う必要がありま
す。

より自由な発想により民間事
業者ならではの方法で施設が
運営され、利用者満足度が高
い施設

業務基準書の
見直し

－
業務基準書の
変更完了

2016年3月

②

○利用率の向上に向け
て、課題がどこにあるの
か分析し、対応策を講じ
る必要がある。

現状にどのような違いが
あるのか、実際の利用状
態、ニーズなどの分析か
ら、改善すべき点はすぐ
に改善する。

うがいい。企業や団体に
向けてのＰＲを行ってい
る割に、稼働率につな
がっていないのではない
か。

策を再検討できないか。
・スピード感を持って経
営にあたるべき。

利用率向上のための課題として、以
下の2点が識別されます。
・利用率の向上に向け、利用者の傾
向分析、ニーズ分析が必要です。
・指定管理者との連携を密にし、ス
ピード感を持って運営方法の改善等
に取り組む必要があります。

市と指定管理者で情報共有し
つつ、より利用しやすい施設
を目指して常に運営方法等が
改善され、利用率が高い施設

アンケートの
実施及び分析

利用率の向上
に向けた課題
が分析できて
いない状態

施設の改善
点、利用者傾
向・ニーズを
施設運営に反
映させる。

2016年3月

行動指標課題を解決するための取組み

改善プログラム

基本協定書の中の業務基準書を見直すこと
により、より自由に施設運営が行われるよ
うにします。

鶴川緑の交流館の全職員向けアンケートの
実施（施設で変えるべき点）
施設利用者へのアンケートの実施（利用者
の傾向・ニーズの把握）
アンケート分析を受けての改善

課題が改善された姿所管課として受け止めた課題指摘事項・意見等



改善プログラム

事業名 すみれ教室費

担当部課名 すみれ教室

（指標） （現状値） （目標値） （達成年月）

①

対象の幅が狭いので、今
後どのような形でやって
いくのか、お子さんがい
る市民に聞き、市民の
ニーズにあったものを将
来は考えていくべきだと
感じた。

すみれ教室設立当初は、比較的重た
い障がいを持った方を顧客として捕
らえてきましたが、200５年の発達
障害者支援法施行前後から、利用者
数が急増しています。
これまで問題として捉えることが少
なかった発達に特性を持ったお子さ
んに対しても、細やか且つ切れ目の
無い支援が求められています。

利用者及び一般の子育て世帯
向けのアンケートにより、発
達に特性を持ったお子さんの
ニーズを把握し、相談及び療
育の体制が構築されている状
態。

各種アンケー
トの集計及び
分析等による
必要なサービ
スの内容の検
討

検討回数2回 検討回数5回 2016年3月

②

市民、民間事業者等との
連携による取組みも、検
討してもよいのではない
か。

現在のすみれ教室1箇所で、市内の
児童発達支援に関するニーズに応え
ることは不可能なため、児童発達支
援事業を行っている市民、民間事業
者との連携についても検討する必要
があります。

児童発達支援事業に係わる市
民、民間事業者、すみれ教室
が連携し、効果的な事業運営
がなされている状態。

市民・民間事
業者との連携
についての検
討回数

0回 ３回 2016年3月

③

地域展開など増加する
ニーズに対応するために
は、担当課だけでは解決
できない。

発達に特性を持ったお子さんへの、
療育や相談をはじめとする様々な事
業に関し、庁内の関係部署と連携す
る必要があります。

新・町田市子どもマスタープ
ラン（2015～2024）に基
づいて、庁内の関係部署と連
携し、円滑な事業運営がなさ
れる状態。

庁内検討会の
実施

0回 5回 2016年3月

各種アンケートの集計及び分析等による必
要なサービスの内容を検討します。

市民、民間事業者等との連携について検討
を行います。

新・町田市子どもマスタープラン（2015
～2024）に基づいて、庁内の関係部署と
連携し、円滑な事業運営がなされるよう
に、庁内検討会を実施します。

指摘事項・意見等 所管課として受け止めた課題 課題が改善された姿
改善プログラム

課題を解決するための取組み 行動指標



（指標） （現状値） （目標値） （達成年月）

指摘事項・意見等 所管課として受け止めた課題 課題が改善された姿
改善プログラム

課題を解決するための取組み 行動指標

中長期的ビ
ジョンについ
ての検討会の
実施

23回 33回 2016年3月④

○中長期的なビジョンを
早急に策定するべきであ
る。

化する中で、いかに人
材・予算・施設等を確保
していくか、中長期ビ
ジョンを市民ニーズを踏
まえながら策定する必要
がある。

ていくうえで、市として
統括マネジメントしてい
く仕組みが必要である。

で、目的及び進むべき方
向等、ニーズを踏まえて
レビューして、早期に計
画を策定する必要があ
る。

需要見込みを設定し、早
期に議論のたたき台にな
る中長期計画を策定す
る。

（市民ニーズ）を把握
し、どの程度のサポート
（週５回か、週１～２回
か）が必要かを検討した
上で、計画を策定してく
ださい。

てていくのか、検討する
ことが重要です。

アンケートや児童数等の基礎数値及
び推計値等を用いて、発達に特性や
遅れを持ったお子さんへのニーズの
把握に努め、サービス実施体制、専
門的力量のある人材育成等について
の中長期的なビジョンを持つ必要性
があります。

サービスの実施体制等につい
ての中長期的なビジョンに基
づいて、円滑な事業運営がな
されている状態。

サービスの実施体制等の中長期的なビジョ
ンを策定するために、すみれ教室の今後の
方向性を考える検討会を引き続き実施しま
す。



（指標） （現状値） （目標値） （達成年月）

指摘事項・意見等 所管課として受け止めた課題 課題が改善された姿
改善プログラム

課題を解決するための取組み 行動指標

⑤

○資料および説明方法に
ついて検討すべきであ
る。

財務諸表や事業概要から
は深刻度が読み取れない
（事業別財務諸表の中に
はプールのコストがある
が、利用者数が含まれて
いないなど）。稼働状況
を正確に表示すること
が、他課との連携には必
要である.

財務諸表（行政評価シート）の記載
内容を検討し、すみれ教室の現状を
表すための適切な公表資料を作成す
る必要があります。

財務諸表（行政評価シート）
に適切な指標を使用して、す
みれ教室の現状を公表し、庁
内及び市民の方に理解してい
ただくこと。

適切な指標の
検討

0回 3回 2016年9月
すみれ教室の現状を正確に反映するため、
財務諸表（行政評価シート）に使用する適
切な指標について検討します。



改善プログラム

事業名 大地沢青少年センター費

担当部課名 大地沢青少年センター

（指標） （現状値） （目標値） （達成年月）

①

○利用者増加のための方
策を検討するべきであ
る。

切な受益者負担を図って
いくべきである。

な需要を掘り起こす必要
がある。

い層、高齢者等に広報活
動を行う。

月以降の稼働率を増やし
ていくべきである。

なく、学校の授業でもっ
と活用できる日を学校と
連携していけば良い。

増やすこと。

が利用したかという、
データに基づく利用促
進。

秋以降の集客が当施設の課題です。
町田市唯一の公共宿泊施設である
が、認知度がまだまだ低いと思わ
れ、まず当施設を知ってもらうとこ
ろからはじめなければなりません。
また名称から、青少年だけしか利用
できないと思っている市民が大勢い
ると考えられるため、そのイメージ
を払拭し、高齢者等新たな需要を掘
り起こすことにも尽力します。
とりわけ高齢者については、元々ハ
イキング等で当施設を利用いただい
ている方も多くいます。さらにここ
のところで近隣の高齢者福祉セン
ターによる当施設の利用もあり、高
齢者福祉センターでの利用がさらに
高齢者の個人での利用を誘発するこ
との期待を込めて、まず高齢者を
ターゲットとするものです。

青少年施設の名にとらわれ
ず、幅広い層の方々が利用し
ている状態。

・関係各課と
の連携・方策
検討の実施

・高齢者福祉
センターを訪
問し、施設Ｐ
Ｒ及び事業連
携を実施す
る。

・関係各課と
の連携・方策
検討回数０回

・高齢者福祉
センター訪問
０箇所

・関係各課と
の連携・方策
検討の実施

・高齢者福祉
センター６箇
所の訪問

2016年3月

②

趣旨に基づいた一貫した
運営（自分たちで施設維
持、アンケートの質問を
「楽しかった」ではなく
「学べたか」など）を行
うべきである。

当施設では、設置趣旨に沿って、自
然体験塾（農業及び林業）、森林体
験塾、春休み・夏休みの子どもキャ
ンプ等、自然の大切さを学ぶ事業を
多く実施しています。これらの事業
に参加して「学ぶことができた」と
いう気持ちを実感してもらうことで
す。

事業参加者が、事業開催の目
的のとおり、自然の大切さに
ついて学ぶことができたと感
じてくれているかどうかにつ
いて参加者の声を聞き、常に
適正な事業の計画・実施がで
きている状態。

「学ぶことが
できた」ある
いは「どのよ
うな事業を望
むか」など、
事業の企画・
実施上有益な
アンケートを
実施する。

満足度のみに
着目するな
ど、アンケー
トが形骸化し
ている面があ
る。

事業の企画・
実施に有効な
利用者アン
ケートの実施

2016年3月

指摘事項・意見等 所管課として受け止めた課題 課題が改善された姿
改善プログラム

課題を解決するための取組み 行動指標

高齢者福祉課と連携し、当施設の利用促進
及び先方の施策充実など、双方のメリット
となる方策について検討するなどの取組み
を行います。
また市内６箇所ある高齢者福祉センターを
訪問し、施設の利用説明などのＰＲを行
う。あわせてパンフレットについても配置
いただけるようお願いします。

参加者の、実施事業に対する感想、要望等
を吸い上げ、現状把握及び改善すべき点を
掌握し、より良い事業の計画・実施に役立
てます。



（指標） （現状値） （目標値） （達成年月）

指摘事項・意見等 所管課として受け止めた課題 課題が改善された姿
改善プログラム

課題を解決するための取組み 行動指標

③

指定管理・外部委託・直
営などの運営形態に関わ
らず、他自治体の状況を
十分に研究して、効果を
維持又は向上しつつ、コ
ストを下げる必要があ
る。
適切な受益者負担を検討
すべきである。

コストを比較するに当たって、他自
治体の類似施設のコスト及び受益者
負担を研究することが不足していま
す。

他自治体の類似施設の研究も
実施した上で、適切なコスト
及び受益者負担をもって運営
されている状態。

類似施設を持
つ他自治体の
研究の実施

現時点では左
記のような観
点での他自治
体の研究は実
施していな
い。

運営形態によ
らず、コス
ト、受益者負
担とも比較対
象となりうる
類似施設を選
定し、比較対
象を実施す
る。

2017年3月

④
災害に対する備え、安全
な施設の運営という観点
も検討してほしい。

安全な施設運営のために、防災及び
災害時の安全対策の基準を作りま
す。

施設運営上必要な安全対策基
準を有し、基準に則った安全
な運営が実現されている状
態。

地勢的特性に
対して十分な
理解、検討が
なされた安全
基準の策定

急傾斜地であ
ることなど、
地勢的特性を
踏まえた安全
基準が十分に
検討されてい
ない。

地勢的特性に
対して十分に
理解、検討が
なされ、安全
基準に盛り込
むべき必須項
目が選定さ
れ、当施設独
自の安全対策
基準が策定さ
れている。

2017年3月

⑤

○当施設のビジョン、中
長期的かつ具体的な計画
策定を行うべきである。
・指定管理者制度の利用
可能性について、検討す
るべきである。
・指定管理の妥当性も含
めた中長期計画を策定す
るべき。

公の施設である大地沢青少年セン
ターの管理、運営に関し、民間事業
者のノウハウやその競争性を加味し
ていくことは、より効率的な施設運
営を目指すうえで必要なことと認識
しています。その上で、施設運営の
あり方について検討していきます。

課の枠を超えた検討体制を構
築し、施設自体のあり方を含
め検討している状態。
成果として、施設のあり方と
その運営方法が決まること。

施設を取り巻
く環境、条件
等あらゆる角
度からの検討
がなされ、現
状維持、指定
管理制導入、
運営規模・内
容の変更、移
転、廃止等の
結果が出され
ている。

なし

今後の施設自
体のあり方と
その運営方法
が決まる。

2016年3月

他自治体の類似施設とのコスト比較や、提
供しているサービスが、利用者の要求を満
たせる水準にあるのかについても考慮した
受益者負担について研究を行い、削減可能
である項目等について研究の上、運営に反
映させます。

当施設は汎用的なものではなく、地勢的な
特性を考慮することが、安全対策上不可欠
であることを認識した上で、安全対策基準
を策定するために、必要事項を検討し、抽
出します。

指定管理者制度の導入に際しては、事業展
開する上での資産価値を見極めることが必
要となる。大地沢青少年センターの場合
は、①土砂災害防止法による特別警戒区域
に指定されていること、②最も古い建物が
３７年を経過していること、③キャビンは
使用不可能なほど老朽化が進行している状
況にあること、といった要件を勘案したう
えで、その価値を見極めなければならない
ため、多角的な視点からの検討を進めま
す。



改善プログラム

事業名 都市公園事業

担当部課名 公園緑地課

（指標） （現状値） （目標値） （達成年月）

①
指定管理者制度の更なる活用を検
討されたい。

指定管理者制度を適用する公園の拡
大および制度の効率的な運用

市内の主な公園が、指定管理
者制度により管理が行われて
いるとともに、各公園の特性
に応じた安全・安心、且つ効
率的・効果的な管理運営が行
われていること。

指定管理者制
度導入検討

なし
指定管理者制
度導入方針の
決定

2017年3月

②

○地域等との連携の視点

携を検討されたい。

緑を守っていくべき。

同作業により、効率的な維持管理
に積極的に努める必要がある。

公益的市民活動のさらなる活用と、
多様な主体を巻き込んだ公園緑地管
理の検討

多様な主体の様々な視点や力
量に応じた管理がなされ、ま
た情報共有を図ることで、公
園全体として効率的・効果的
な管理が行われていること。

公益的市民活
動制度の周知

なし PR活動の実施 2016年3月

課題が改善された姿所管課として受け止めた課題指摘事項・意見等
行動指標課題を解決するための取組み

改善プログラム

特色ある主要な公園や、広域地区割
り制など、新たな公園への指定管理
者制度導入手法を検討します。

企業の社会貢献活動の機会の提供を
含めた公益的市民活動制度の周知に
よる団体登録数の拡大を図ります。



（指標） （現状値） （目標値） （達成年月）

課題が改善された姿所管課として受け止めた課題指摘事項・意見等
行動指標課題を解決するための取組み

改善プログラム

③

○ 委託方法の見直しを行うな
ど、コスト削減策について再検討
されたい。

にコストも増加すると考えられ
る。地域資源の活用、契約方法等
の見直し等により、あらゆる観点
からコスト削減に努める必要があ
る。

の責任として、明確にコストをど
うやって下げていくかを考える必
要がある。その時には、維持すべ
き質の見直しもせざるを得ない状
況ではないか。

なって二重三重なので、ひとつに
まとめる、もしくは市民のボラン
ティア等ができる業務を増やすほ
うが良い。

たい。

くで重複しているように見受けら
れる。

公益的市民活動のさらなる活用を含
め、様々な視点による公園緑地管理
費削減の明確で具体的な検討と、委
託業務の集約化による効率的な維持
管理

公益的市民活動の積極的活用
や、委託業務の整理統合等に
より、公園管理業務に係わる
省力化が進み、良好な公園が
維持されるとともに、全体的
な管理コストの縮減が図られ
ていること。

契約手法検討 なし
契約手法の方
針決定

2015年12月

④

○限られた予算を有効に活用する
ための、一定の計画に基づいた事
業手法の検討を実施されたい。

が、業務が質・量とも増大する傾
向にあるだけに、一定の計画性に
基づき、効率性を加味して的確な
事業手法を追求してほしい。

口予測も踏まえて、取捨選択をす
ることも必要ではないか。

長期的視野に基づいた計画と戦略的
な維持管理の実施

・緑を取り巻く様々な状況を
勘案して、継続的な見直しの
視点を常に持ちながら、緑の
確保に計画的に取り組んでい
ること。

・いつでもどこでも良好な公
園施設があることにより、長
く安心して安全に公園を利用
することができること。

・緑の基本計
画改定

・長寿命化計
画実施施設の
整理

・なし
　
・なし

・緑の基本計
画改定完了

・長寿命化計
画実施施設の
整理完了

・2021年3月

・2015年9月

現在の管理水準の質を維持しつつ、
単価契約や年間管理の導入など、契
約手法のより一層の効率化を検討し
ます。

・緑の基本計画の見直しに合わせ
て、状況に応じた現実的な目標と計
画の設定を行います。

・２０１３年に策定した公園施設の
長寿命化計画に基づく予防保全型管
理の考え方に則った戦略的な維持管
理を行います。



（指標） （現状値） （目標値） （達成年月）

課題が改善された姿所管課として受け止めた課題指摘事項・意見等
行動指標課題を解決するための取組み

改善プログラム

⑤ 山羊の活用などによる植生経費の
縮減も考えられる。

斬新な発想に基づく維持管理と先進
事例の積極的研究および導入

これまでの管理手法に囚われ
ない新たな発想に基づく公園
管理が行なわれ、管理経費の
削減が進んでいるとともに、
新たな価値観も加わり、利用
者満足度も向上しているこ
と。

事例研究 なし
新たな管理手
法の導入方針
決定

2016年3月
新たな管理手法の導入を検討しま
す。



改善プログラム

事業名 文学館費

担当部課名 文学館

（指標） （現状値） （目標値） （達成年月）

行動指標課題を解決するための取組み

改善プログラム
課題が改善された姿所管課として受け止めた課題指摘事項・意見等

①

・町田市の文化行政における文学館
の役割や存在意義について整理し、
検証する必要があります。
また、検証結果を公表し、市民と共
有していくことが必要です。

・文学館の使命を果たしながら、効
率的で効果的な運営を検討する必要
があります。

・町田市民文学館の役割や存
在意義が市民にも共有される
とともに、文学館の果たすべ
き役割に見合った事業が効率
的に実施されている状態。

・文学館の使命を果たしなが
ら、運営に適した事業主体に
よって運営が行われている状
態。

○「文学館」の存在意義
について再整理し、改め
て検証する必要がある。

整理し、市民と共有する
ことがまず第一である。

ター等との統合・連動を
検討されたい。

か。それにどれだけコス
トをかけるのか、きちん
と検討してほしい。

と他課・他施設の方がよ
りノウハウを有してお
り、当該課や施設が共同
で事業を行う方が望まし
く、これらの事業を移管
すると会議室しか残らな
い。

○事業目的を達しつつ、
効率的な運営を行うため
に、事業の担い手として
望ましい主体について検
討する必要がある。

等、効率的効果的運営を
真摯に検討すべき。

して、事業の担い手を検
討する必要がある。

・文学館、図書館、生涯学習センター等の
生涯学習部職員による検討会を実施し、文
学館の課題を整理します。あわせて、町田
市における文学館の役割や存在意義につい
ても検討します。

・第三者による「（仮称）文学館検討委員
会」を設置し、第三者の意見を踏まえて、
町田市における文学館の役割や存在意義を
検証し、その結果を公表します。

・検討結果の
公表

・「（仮称）
文学館検討委
員会」の実施
と改善計画の
策定と公表

　　　―

　　　―

・検討結果の
公表

・改善計画の
策定と公表

・2017年3月

・2018年3月



（指標） （現状値） （目標値） （達成年月）

行動指標課題を解決するための取組み

改善プログラム
課題が改善された姿所管課として受け止めた課題指摘事項・意見等

②

○市民のニーズと合致し
た事業であるか、改めて
検証する必要がある。

が、市民のニーズがわか
らなかった。

合っているのか。文学の
本は中央図書館へ。

・市民へのアンケートや他の文化施
設に寄せられる意見等を分析し、文
化施設に対する市民のニーズをつか
む必要があります。

・出口調査やアンケートを実施する
ことで利用者全体のニーズを把握す
る必要があります。

市民ニーズを反映した事業が
実施されるとともに、市民が
利用しやすい施設となるこ
と。

・アンケート
の実施と分析

・出口調査の
実施回数

―

―

・5年毎の実施

・年2回

・2016年6月

・2018年3月

③

事業目的の達成を図る指
標として、市民啓発に係
る事項を取り入れて頂き
たい。

・文学館が行う各事業において、市
民に対する啓発効果を計る取組みが
必要です。

・これまで以上に、広報媒体やマス
メディア等を利用した積極的な情報
発信により、市民啓発の効果を高め
ることが必要です。

・啓発効果を分析し、目的に
応じた効果的な事業が実施さ
れている状態。

・市の広報媒体やマスメディ
アを活用し、質が高く、充実
した情報を市民に届けること
により、効果的な市民啓発が
実施されている状態。

・アンケート
の実施と分析

・トップペー
ジを利用した
情報発信の検
討

・HPの開設

―

―

―

・年10回以上

・ブランディ
ングエリアを
利用した広報
の実施

・HPの開設

・2018年3月

・2016年1月

・2016年10
月

④

施設の有効利用につい
て、平日の利用者は多く
ないように見受けられる
ので、稼働率を上げる必
要がある。

平日の来館者は土・日・祝と比較す
ると平均で35人程度少ない状況で
す。平日の来館者を増やす試みが必
要です。一方、会議室の稼働率は、
平日の稼働率が土・日・祝日を18%
上回っています。土・日・祝日及び
夜間の稼働率を上げ、施設の有効利
用を促進する必要があります。

・文学を柱とした生涯学習施
設として、多くの市民が学
び、交流し、新たな価値と出
会う場として、会議室等の施
設が利用されている状態。
　また、こうした学習活動の
成果が効果的に発信されるこ
とで、新たな好奇心が喚起さ
れたり、出会いの場となり、
街の賑わいを創出する施設と
なること。

・施設見学・
団体観覧の団
体数

・利用促進
キャンペーン
の実施

・３団体

・　―

・１2団体

・年1回

・2018年3月

・2018年3月

・各事業で実施しているアンケートに市民
への啓発効果を計る項目を設け、実施しま
す。

・既存の町田市HPを利用し効果的な情報発
信を行なうことで市民への啓発効果を高め
ます。

・市民、マスメディア等への情報発信力を
高め、市民啓発を促進するため、ホーム
ページを開設します。

・平日の来館者を増やす試みとして、団体
の来館者の獲得を目指します。

・会議室利用団体へのPRを積極的に行いま
す。

・市政モニターアンケートを分析すること
で、市民ニーズの把握に努め、今後の事業
計画に反映させていきます。

・文学館利用者全体のニーズの把握に努め
ることで、参加しやすい事業、利用しやす
い施設へ改善します。

07021
長方形



改善プログラム

事業名 室内プール事業

担当部課名 スポーツ振興課

（指標） （現状値） （目標値） （達成年月）

①

○より多くの市民にサービスを提供で
きるような方策を検討していただきた
い。

スの向上が必要である。

民に幅広くメリットを還元できるよう
な方策を工夫してほしい。

う展開していくのか工夫してほしい。

公の施設として多くの費用がかかっ
ていることを認識し、利用者が偏ら
ないように、より多くの市民にサー
ビスの還元を行う必要があります。

幅広い世代の市民にサービス
を提供され、施設の利用者数
が増加していること。

利用者ニーズ
の調査及び事
業計画の作成

－ 実施 2017年3月

・受益者負担の適正化の基本方針に
掲げる負担額と現在の利用料金を比
較した場合、現在の利用料金が安価
な設定となっているため、利用料金
の見直しについて検討する必要があ
ります。
見直しにあたっては、新たな料金体
系を設定する等、現在の料金体系に
とらわれない検討が必要です。
なお、コストに関しては、駐車場の
維持管理費もコストに含まれている
ため、受益者負担額の算定にあたっ
ては、駐車場の利用料金を含めて検
討しなければいけません。

・利用料金の
見直しの検討

・近隣市の調
査及び検討

・検討結果の
公表または利
用料金の改正

・2017年3月

・利用者1人あたりのコストを抑え
るためには、施設の利用者を増やす
とともに、施設の維持管理経費を削
減する手立てを検討する必要があり
ます。

・利用者ニー
ズの調査及び
事業計画の作
成

－ ・実施 ・2017年3月

指摘事項・意見等

②

○現在の料金設定を再検討すべきであ
る。検討に当たっては、当事業におけ
る受益者負担の考え方の明確化、利用
していない市民との公平性、大規模改
修も踏まえた経営的な側面を踏まえて
進めていただきたい。

られる。利用収入に対して自治体の負
担が高いことから、受益者負担につい
て再検討することが必要である。

か再検討する必要がある。現在利用者
一人当たり１，０００円以上のコスト
がかかっているが、公平性（市民が等
しく負担すべき施設か）等の観点を考
慮しつつ料金を設定すべきである。

住、その他で分けてもよいのではない
か。

ふまえて、設定を再検討してほしい。

「受益者負担の適正化に関す
る基本方針」の考え方を基本
に施設が提供するサービスに
見合った利用料金が設定され
ていること。

行動指標課題を解決するための取組み

改善プログラム

現在、健康志向の高まりを受け、子どもか
ら高齢者まで幅広い世代を対象とした事業
を展開しています。
今後も継続して利用者の要望を把握し、施
設の特性（プールとトレーニング室を有す
る施設）を活かした事業を展開し、施設利
用者数の増加を図ります。具体的には、水
泳教室やフィットネス事業、介護予防事業
等を利用者の要望にあわせて発展させ、幅
広い世代に対応した事業を展開していきま
す。

・受益者負担の適正化に関する基本方針を
踏まえ利用料金の見直しの検討を行ないま
す。
検討にあたっては、市内の体育施設間の料
金バランスや近隣市の類似施設の料金設定
も参考にして検討を行います。

・利用者1人あたりのコストの削減を図り
ます。
コスト削減にあたっては、施設利用者の安
全確保と施設利用の満足度とのバランスを
図りながら実施します。

課題が改善された姿所管課として受け止めた課題



改善プログラム

事業名 職員研修事業

担当部課名 職員課

（指標） （現状値） （目標値） （達成年月）

○職員の資質向上と行政
サービス向上に資する研
修の仕組みづくりを検討
していただきたい。

かわる、職員の資質向上
と行政サービス向上に資
する研修の仕組みづくり
が必要である。自主研究
グループ活動の充実、職
員提案型の研修の充実、
職員提案制度の活用と職
員研修のリンクなどが考
えられる。

携した協働としての研修
というのも有効と思うの
で、多様な研修を繰り広
げるとよい。

自主研究（グループ研
修）については、今後も
進めていくべきである。

②

○ 事業の成果の測定方法
について、再検討してい
ただきたい。

ス向上の関係も含めて、
事業の成果の測定方法に
ついては検討することが
必要である。

ては、長期的に追跡調査
を行うことなどにより、
改善の余地があると考え
る。

ができているか、市民の
方へアンケートを行うの
はどうか。

・研修受講の成果指標を再検討する
必要があります。
・客観的に測定できる指標を設定す
る必要があります。

・研修受講の成果を確実に組
織で発揮できるようになるこ
と。
・事業の成果を客観的に測定
できるようになること。

・成果指標の
設定
・他市町村へ
の調査の実施

・未設定
・未実施

・設定
・実施

・2017年１
月
・2016年３
月

成果指標についての再検討を行います。
また、他市町村などへ調査を行います。

課題が改善された姿所管課として受け止めた課題指摘事項・意見等

①

自主研究グループの活動をもっと活
用した職員の資質向上と行政サービ
ス向上の仕組みをつくる必要があり
ます。

自ら課題を発見し、解決する
能力を身に付けた職員を育成
することで、各組織が多様化
する市民ニーズを的確にとら
えて業務遂行できるようにな
ること。

行動指標課題を解決するための取組み

改善プログラム

実施未実施

・自主研究グ
ループ活動の
報告機会の確
保、成果発表
会の実施
・自主研究グ
ループに関す
る制度改正

自主研究グループの活動を支援するため、
研修の中で活動報告や成果発表の場を設け
ます。
更に「研修だより」を効果的に活用して全
職員に活動の周知を図ります。
また、活動の幅が広げられるよう、職員以
外のNPOや市民団体等が構成員となれるよ
う、制度改正を行います。

2016年3月



（指標） （現状値） （目標値） （達成年月）

課題が改善された姿所管課として受け止めた課題指摘事項・意見等
行動指標課題を解決するための取組み

改善プログラム

③

職員の対話の機会が増え
ているとのことであるの
で、対話を大いに増やし
ていくべきである。

職員一人ひとりが人材育成の取組を
考える対話の機会を設ける必要があ
ります。

人材育成に関する対話に参加
する職員を各所属に増やすこ
と。

Myサプリミー
ティングの実
施

未実施 実施 2016年1月

「自分づくりの虹色サプリメント～町田市
職員人材育成基本方針（第３期）～」の内
容を共有して人材育成に関する対話を行
い、自身や組織の人材育成について考える
機会とし、組織力向上につなげるための取
組として、「Myサプリミーティング」を実
施します。



改善プログラム

事業名 母子健診・保健指導事業

担当部課名 保健予防課

（指標） （現状値） （目標値） （達成年月）

○当事業に関する、地域
コミュニティとの連携の
方針を検討すべきであ
る。

水準を維持しつつ、事業
を充実していくために
は、地域コミュニティと
の連携を図ることも有効
と考える。

の協働は進めるべき（予
算制約と効率化）。

○上記の方針を明確にし
たうえで、具体的な連
携・活用の方法を検討す
べきである。

組みが必要である。看護
師、保健師、保育士等の
資格を持つＯＢ人材を活
用する仕組みを考えてい
ただきたい。

上）を増やすことと、予
算の確保のトレードオフ
問題をクリアするために
も、さまざまなデータを
公開していき、市民が判
断できるようにする必要
がある。

②

今後、健診会場拡大は、
慎重に検討する必要があ
る。そのため、成果指標
としての受診率の目標設
定は、明確にする必要が
ある。

健診会場拡大を検討していく上で、
受診率への効果を考慮することは必
要です。一方で、健診会場拡大につ
いては、地域保健活動を進め、市民
の利便性の向上（満足度の向上）を
図ることを主たる目的としているた
め、その目的や効果について広く市
民に公開する必要があります。

健診会場拡大の目的について
明らかにしたうえで、市民の
利便性を向上していくこと。

地域保健活動
に関する広報
回数

1回 3回 2017年3月

・民生児童委
員との連携等
により、健診
未受診者に対
して、養育環
境等を把握し
た率

・マイ保育園
事業との連携
による訪問数

・地域保健活
動に関する広
報回数

・100％

・－

・1回

・100％

・100件

・3回

・2017年3月

・2017年3月

・2017年3月

行動指標課題を解決するための取組み

改善プログラム

①

課題が改善された姿所管課として受け止めた課題指摘事項・意見等

・地域コミュニティや民間との連携
を図りながら、地域保健活動を進め
る必要があります。

・財政面での制約がある中で、事業
を充実していくためには、事業の担
い手やその活用の仕組みについても
検討していく必要があります。

・地域特性にあった地域保健活動を
進めていることについて、その理由
や効果を示し、地域拠点を増やすこ
とと費用面との連動性について、市
民の理解を得る必要があります。

費用面を含め、地域保健活動について広報
していきます。また、その取り組みについ
て満足度を測れるよう、乳幼児健診実施時
にアンケートを実施し、その結果を公表し
ます。

財政面を考慮し、地域コミュ
ニティや民間との連携をしな
がら、より一層充実した地域
保健活動を展開している状
態。

・地域コミュニティとの連携の一環とし
て、健診の未受診者や、訪問や電話連絡が
できなかった家庭へのアプローチについ
て、民生児童委員との連携を継続して進め
ていきます。

・子育て推進課で行っているマイ保育園事
業（子育て家庭が民間保育園を含む市内認
可保育園へ登録し、かかりつけ窓口として
子育て相談等ができるようにする事業、未
登録家庭へは訪問を実施する）との連携方
法を見直し、地域及び民間と協働しながら
支援が必要な家庭への早期支援体制を確立
させていきます。

・費用面を含め、地域保健活動について広
報していきます。また、その取り組みにつ
いて満足度を測れるよう、乳幼児健診実施
時にアンケートを実施し、その結果を公表
します。



（指標） （現状値） （目標値） （達成年月）

行動指標課題を解決するための取組み

改善プログラム

①

課題が改善された姿所管課として受け止めた課題指摘事項・意見等

③

受診者のニーズ、健診の
満足度等をいっそう丁寧
に把握し、改善に活用し
てほしい。

限られた費用の中で効果的に事業を
実施するためには、市民ニーズを的
確に把握する必要があります。

市民ニーズを考慮し事業を実
施している状態。

アンケート回
答を基にした
改善の実施

ー
改善策の実施
及び公表

2017年3月

④

受診率の向上とともに利
便性も向上し、すみれ教
室等他部署との連携を密
にしていくとよい。

よりきめ細やかな育児支援をするた
めには、他部署との連携を深め、市
全体で取り組んでいく必要がありま
す。

乳幼児のいる家庭全てに必要
な支援が適切に行き届いてい
る上体。

マイ保育園事
業との連携に
よる訪問数

ー 100件 2017年3月
子育て推進課で行っているマイ保育園事業
との連携方法を見直し、支援が必要な家庭
への早期支援体制を確立させていきます。

乳幼児健診実施時にアンケートを実施し、
健診に対する市民ニーズを把握します。そ
のうえで改善方法について検証を行い、実
施していきます。



改善プログラム

事業名 町田ターミナルプラザ事業

担当部課名 産業観光課

（指標） （現状値） （目標値） （達成年月）

○事業の目的、事業の必
要性の再検討が必要であ
る。

広場、飲食店区画ごとに
事業目的を明確にするべ
きである。そのうえで必
要性がないと判断した場
合、廃止も視野に検討す
るべきである。維持する
場合は、事業そのものを
根本的に見直す必要があ
る。

ズについて再調査しては
いかがか。

○本当に市が所有し運営
する必要があるのか、再
検討する必要がある。ま
た、その検討結果を市民
に説明する必要がある。

者に任せていくことがよ
い。

で行うべき事業である。

民間との役割分担につい
て、よりわかりやすい説
明が必要である。

テナントを多様に（商業
施設以外でも）検討して
はいかがか。

ギャップファンディング
方式（民間が運営すると
きの赤字分を補填する方
式）も検討してはいかが
か。

指摘事項・意見等 所管課として受け止めた課題 課題が改善された姿
改善プログラム

課題を解決するための取組み 行動指標

・庁内及び関
係団体との調
整

・年間５回

・テナントに
対し、2年間の
店舗区画使用
許可書を交付

・未着手

・策定

・年間７回

・町田市ター
ミナルプラザ
条例改正、及
び改正に伴い
テナントと5年
間程度の賃貸
借契約を締結
開始

・検討結果報
告書の作成、
取組み計画の
作成

・201６年6
月

・201６年３
月

・201５年１
０月

・201７年３
月

・バスターミナルを含めた中心市街地の交
通ターミナル機能全般については、現在策
定中の「中心市街地整備計画」において、
今後の方向性を検討します。

・テナントにとって設備投資がしやすい仕
組みづくりと、市民広場のイベントの充実
を図ります。

・民間を活用した運営方法について、他事
例の研究や効果検証を行い、民間事業者と
の連携方法を検討します。

・「中心市街
地整備計画」
の策定

・民間等と連
携したイベン
トの開催回数

・テナントと
の契約方法の
見直し

・民間事業者
との連携手法
検討

①

・バスターミナルについては、市内
の重要な公共交通機関であるバス路
線の運行に必要な拠点として整備さ
れた都市施設であるため、今後も公
共的に維持管理していくべきものと
認識しています。しかし、バスター
ミナルの整備当時から約30年が経過
し、周辺環境や利用者ニーズの変化
を鑑み、中長期的には、現在策定中
の町田市中心市街地整備計画の中で
施設としてのあり方を検討していく
必要があります。

・市民広場は、町田市基本計画「ま
ちだ未来づくりプラン」の「町田駅
周辺の魅力を向上させるプロジェク
ト」における戦略「新たな賑わいの
創出」及び、戦略「誰もが快適に歩
くことができるまち」の実現に向け
た、他の広場空間（ぽっぽ町田、町
田シバヒロ等）と各商店街を繋ぐ回
遊性向上の拠点であるとの認識のも
と、今後も市が所有し、中心市街地
の活性化に活用していくべきものと
考えています。しかし、周辺環境の
変化等による歩行者通行量の減少
等、現在の厳しい状況を改善するた
め、民間のノウハウを活かした集客
方法を検討する等の業務改善を行
い、活性化の成果を示す必要があり
ます。

・飲食店舗は、市民広場と同様に、
中心市街地活性化の拠点として、市
がリーシング業務を行っています。
今後も集客向上と賑わいの創出のた
め、市民広場と一体的に活用し、施
設の魅力を向上させる必要がありま
す。その上で、中長期的には民間主
体での運営の可能性も含めて検討し
ていく必要があります。

・町田駅周辺の交通ターミナ
ル機能が集約され、市民の利
便性が高まっている状態。

・市民広場が、魅力的なイベ
ントの実施等により来訪者が
増加し、賑わいの場として中
心市街地活性化の拠点となっ
ている状態。

・空店舗区画が解消され、店
舗周辺が賑わっている状態。



（指標） （現状値） （目標値） （達成年月）

指摘事項・意見等 所管課として受け止めた課題 課題が改善された姿
改善プログラム

課題を解決するための取組み 行動指標

②

○金額の見積もりまで含
めた、中長期的な修繕計
画の立案・情報公開を早
急に行う必要がある。

を立て、東京急行電鉄株
式会社（以下「東急」）
との役割分担を決めるべ
き。

大まかな必要コストを示
すべき。

東急との役割分担やコスト把握を行
い、施設の修繕計画を策定する必要
があります。また、必要コストを市
民に分かりやすい形で公表する必要
があります。

施設の中長期修繕計画によ
り、計画的に修繕が実施され
ている状態。

中長期修繕計
画の策定

東急との協議
開始

修繕計画の策
定・公表

2016年9月

③

○町田市全体としての、
中心市街地活性化計画や
公共施設マネジメント計
画を具体化し、市民に説
明してほしい。

朽化対策、マネジメント
計画を樹立するのが先手
である。

画を、早く立てる必要が
ある

るべき。未来の姿を示し
てほしい。

・中心市街地活性化のための計画が
示されていない。

・市としての公共施設の老朽化対策
やマネジメントが不足している。

・中心市街地活性化の計画に
基づいて事業が行われている
状態。

・公共施設の老朽化対策やマ
ネジメント計画に基づいて施
設が維持管理されている状
態。

「中心市街地
整備計画」の
策定

庁内及び関係
団体との調整

策定、公表 2016年6月

共同所有者である東急とともに、役割分担
やコストを含めた中長期的な修繕計画を策
定し、市民に分かりやすい形で公表しま
す。

市と中心市街地活性化協議会が協力し、
「中心市街地整備計画」の策定と公表を行
います。



改善プログラム

事業名 生涯学習講座事業

担当部課名 生涯学習センター

（指標） （現状値） （目標値） （達成年月）

① 講座プログラ
ムの策定

利用者アン
ケートの実施

講座プログラ
ムの策定

2017年12月

②
有効性の指標も、地域展
開の数値を加えるべきで
ある。

・事業の有効性の測定にあたって、
指標が生涯学習センター1館のみの
実績を示すものしかないため、市民
に事業の有効性を十分に説明できて
いません。
・所管課として事業を実施するにあ
たって事業の有効性を測る指標がな
いことから、有効な事業を見極める
ことが十分にできていません。

・市民への説明のための適切
な指標が設定されている状
態。
・指標を活用し、より有効な
事業展開が実施できている状
態。

指標の設定 未設定 設定 2016年3月

指摘事項・意見等 所管課として受け止めた課題 課題が改善された姿
改善プログラム

課題を解決するための取組み 行動指標

事業の有効性を測る指標を設定します。

○受講者、受講者以外全
体の、講習事業に対する
市民ニーズを適切に把握
するための、仕組みづく
りが必要である。

握して、事業の充実をは
かってほしい。

し等が必要である。

・受講者以外の方のニーズを聞く仕
組みがありません。
・講座、講演会等の事業への参加は
高齢者層の割合が高く、特に若年層
の参加が少ないことです。
・実施事業が各世代のニーズに対応
していません。
・生涯学習に興味や関心がもてるよ
うな学習情報が十分に届いていませ
ん。
・情報発信力の向上や市民のライフ
ステージに対応した事業の充実が必
要です。

・子どもから高齢者まで、あ
らゆる世代の市民が生涯学習
に魅力や意義を感じ、関心を
もっている状態。
・新たな講座プログラムに基
づき、学習意欲につながる
テーマ、ライフステージに応
じた課題や社会の変化から生
じた問題の解決など、関係機
関と連携し、幅広く学習機会
を提供している状態。

・市政モニターを活用した「世代別の学習
ニーズ調査」を実施します。
・ニーズ調査の結果に基づく、新たな講座
プログラムを策定します。



（指標） （現状値） （目標値） （達成年月）

指摘事項・意見等 所管課として受け止めた課題 課題が改善された姿
改善プログラム

課題を解決するための取組み 行動指標

③

○事業目的の「学びを深
めた方が、学習した成果
を地域に還元できてい
る」という狙いを達成す
るための仕組みについ
て、再検討が必要であ
る。

講者が得た知識を市の政
策や地域還元に反映する
ための、具体的な方法を
検討する。

多様な市民が情報を通じ
て現状を理解し一致して
担い手になっていくこ
と、そして行政との連携
が不可欠である。現実に
政策に反映されているこ
とや、地域課題が解決さ
れていることが市民に伝
わるようにするべきであ
る。

等を通じて、地域課題の
解決につながっているこ
との評価をすることは必
須である。

・講座等で得た知識を市政に反映す
る仕組みは少ないことです。
・個人で始めた学習が、他者との交
流や学び合いに発展するケースはま
れであります。

・学んだ成果が地域に還元さ
れる仕組みが構築されている
状態。
・学習を深めた人々が、地域
で防災、環境、福祉、教育な
どの活動を更に充実させ、
「まちづくり」につながって
いる状態。
・市民団体等と協働による講
座・講演会、イベントなどを
実施している状態。
・生涯学習が、個人の生活を
充実させることだけではな
く、市民相互の学び合いが促
進されている状態。

仕組み構築 ― 仕組みの構築 2017年1月
受講者が学びを地域に還元する仕組みを、
市が構築します。



（指標） （現状値） （目標値） （達成年月）

指摘事項・意見等 所管課として受け止めた課題 課題が改善された姿
改善プログラム

課題を解決するための取組み 行動指標

④

○地域や庁内連携によ
り、活動拠点の充実、内
容の充実に取り組んでほ
しい。

ことで、地域にある市民
センター、大学等と連携
し、民間のカルチャー教
室等も視野に入れなが
ら、市民のニーズに合っ
た活動を行っていくとよ
い。

業の充実を図る工夫を
いっそう進めていってほ
しい（大学との連携、民
間活力の活用、他部局と
の横断的な連携の強
化）。ほかの市町村にな
い、町田モデルをつくり
あげてほしい。

考える。その意味で、セ
ンターのみにこだわら
ず、地域展開を積極的に
行う必要がある。

・生涯学習センターが1館のみで、
地域に拠点がありません。
・講座を生涯学習センター以外の施
設（市民センター、図書館、大学な
ど）で行っていません。
・他部署や大学等と連携した事業が
少ないことです。

・市民の生涯学習への関心が
高い状態。
・生涯学習が、個人の生活を
充実させることだけではな
く、市民相互の学び合いが促
進されている状態。
・より身近な地域で学習機会
が提供できている状態。
・地域の課題解決に取り組む
団体に対し、活動を支援して
いる状態。
・他部署や大学等の専門性の
高い機関と連携して、講座・
講演、企画展示を実施してい
る状態。

連携体制の検
討・構築

―
連携体制の構
築

2017年2月

⑤

○講座内容に応じた受益
者負担の見直しを検討し
てはいかがか。

の、個人の趣味的なも
の、ニーズを把握し、そ
れに見合った利用料等の
徴収も考えていくとよ
い。

・近隣市町村については、社会教育
事業を原則無料で行っています。
・個人が主体となる学習について
は、既に一定の負担を課していま
す。

・受益者負担によって、市民
間の不公平がない状態。
・受益の範囲内で原価を基本
とした料金設定がされている
状態。
・負担増がサービスの向上に
つがっている状態。
・適切な時期に見直しが行わ
れている状態。

調査の実施 ― 調査結果報告 2017年3月

学習機会を提供する関係機関(庁内各課・大
学など)が連携・協力し、横断的に事業を展
開します。

適正な受益者負担を実現するための調査を
実施します。



改善プログラム

事業名 剪定枝資源化事業

担当部課名 資源循環課

（指標） （現状値） （目標値） （達成年月）

①
堆肥の利用を増やしてい
くために、もっとＰＲを
していくとよい。

ＰＲ不足のため施設の認知度がまだ
まだ低く、市民・農家に対する堆肥
の販売量も伸びていないことが課題
です。

施設の認知度が上がり、市
民・農家への堆肥販売量が増
加すること。

・広報掲載、
イベント出展
件数
・堆肥販売箇
所数

・8件/年度
・1箇所
（2014年度
実績）

・12件/年度
・4箇所

・2017年3月
・2016年7月

課題が改善された姿所管課として受け止めた課題指摘事項・意見等
行動指標課題を解決するための取組み

改善プログラム

・シーズン毎の広報掲載及び各種イベント
出展を行います。
・堆肥販売箇所を拡大します。

②

○事業を実施する意義に
ついて、焼却等の代替的
な措置を実施する場合と
の差額コスト等をまじえ
た比較を実施し、市民に
説明する責務がある。

切な明示。それを踏まえ
た事業の有効性につい
て、説明力のある形で示
すことが必要。

は、どの程度のコストま
でが許されるか明確にす
べき。そのためには、コ
スト計算を厳密に行うべ
きである。

堆肥化することが優れて
いることについて、具体
的にコストを示して市民
に説明してほしい。

うに、ごみの減量化と剪
定枝資源化の関係性を日
ごろから開示しておくべ
きである。

この事業に意義があり、
この事業をやるべきだと
市民理解が得られるよう
情報公開すべきである。

市民の協力が必要。市と
して情報公開、広報に努
めてほしい。広く剪定枝
資源化の意義・コストを
明示してほしい。

事業コストを適切に把握し、焼却等
の処理方法との比較をきちんと行う
必要があります。また、かかったコ
ストに対するごみ減量効果等も明確
にすることで、焼却するよりも堆肥
化することの意義や事業の有効性を
明確にしていくことが課題です。

◎お詫び
事業評価当日の説明の中で、堆肥化
するほうが焼却するよりも費用が安
価で済むという説明をしましたが、
当課のコスト分析に誤りがあり、実
際は焼却した方がコスト的には安価
であることが判明しました。ご来場
いただきました皆様及び評価人の皆
様にご迷惑をおかけしましたこと
を、お詫び申し上げます。今後、こ
のようなミスがないよう、徹底して
まいります。

コスト情報やごみ減量効果等
を明確にし、市民に事業の有
効性を理解していただくこ
と。

他の処理方法とのコスト比較情報やごみ減
量効果等を明確にし、市民周知を行いま
す。

・コスト比較
情報の事業別
評価シートへ
の掲載
・減量効果等
のホームペー
ジへの掲載
・イベントで
の情報提供数
（パンフレッ
ト配布数）

・掲載なし
・掲載なし
・データなし
（2014年度
実績）

・掲載あり
・掲載あり
・600部/年度

・2016年7月
・2015年12
月
・2017年3月
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